
B．事業創造、
雇用拡大

対応状況 主な成果 課題 これからの取り組み

口．歳出改革
（2）技術力戦略
（戦略分野への選択と集中）
総合科学技術会議は、r平
成15年度の科学技術に関
する予算、人材等の資源配
分の方針」においてライフサ
イエンス等の重点4分野へ
のメリハリのある重点化を図
る。

内閣府
総合科学技

術会議
た平成15年度の科学技術
関係の主要な新規・既存施
策について、科学技術政策
担当大臣及び総合科学技術
会議有識者議員が、優先順
位付け（SABCの4段
階）を行った。
○優先順位付けの結果が政
府予算案の編成に反映され
るよう、大臣及び有識者議
員が、関係大臣や財政当局
に直接説明するなどのフォ
ローアップを行った。
平成15年度予算案におけ
る科学技術関係予算への優
先順位付けの反映について
は、14年度当初予算醸か
らの伸率で見ると、一般会
計分で、
S：＋21．2％、
A：十3．4％、
B：▲4．7％、
C：▲73．5％
（第23回総合科学技術会

議用14．12．251財務省提出資
料より）

〇第2期科学技術基本計画
の達成に向けた政府研究開
発投資の拡充。真に壷要な
施策に対する研究開発資源
の更なる戦略的・重点的な
配分。

○府省の枠を超えて総合的
に研究開発が推進され、成
果が社会に還元されるよ
う、総合科学技術会議は、
r平成15年度の科学技術

に関する予算、人材等の資
源配分の方針」等を基に実
施状況を把握・調整する。
○専門調査会等での検討を
踏まえ、6月を目途に「平
成16年度の科学技術に関
する予算、人材等の資源配
分の方針」を作成する。
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（2 ）技術力戦略 内閣府 ・平成 1 5 年度政府予算案 予算の拡充、制度改革、競 ①競争的資金制度改革に関
（戦略分野への選択と集 総合科学技 こおいて、科学研究費補助 争的研究資金制度の評価に するとりまとめを予定

中） 術会議 金等を含む競争的研究資金 ついて、引き続き、意見具 ②総合科学技術会議におけ

・総合科学技術会読は、関 制度全体で前年比 1 ． 4 ％ 申、フォローアップ等に努 る競争的研究資金制度の評
係府省と協力して、基礎研 増を達成。 める。 価を実施
究を重視するとともに、，科 ・平成 1 5 年度において、 ③制度改革、評価結果の制
学研究費補助金等の競争的 プログラムオフィサー計 2 度 ・予算への反映とフォ
資金の割合を拡大する。ま 3 6 名、プログラムディレ ローアップの実施及び競争
た、競争的資金の成果につ クタ一計 1 3 名の配置を予 的研究資金制度の拡充に努
いて厳正な評価を行うな
ど、制度改革を推進する。

定。また、科学研究費補助
金、厚生労働科学研究費補
助金に関する平成 1 5 年度
予算については、新たに繰
越明許責に指定予定。

・競争的研究資金制度につ
いて、総合科学技術会議で
評価を実施することについ

て、平成 1 5 年 1 月 2 8 日
の総合科学技術会議で決
定。

める

（2 ）技術力戦略 内閣府 ・総合科学技術会議に設置 研究棟関での年度間繰越が 年度間繰越の実施の簡素
（戦略分野への選択と集 総合科学技 した競争的資金制度改革プ 実効あるものとなるよう、 化、実施状況の把握等に努

中） 術会議 ロジェクトにおいて、平成 手続き等をさらに検討する める。
・蘭係府省は、財務省との
協議の上で、平成 1 5 年度
から科学研究費補助金等の
研究開発資金を年度を越え
る個別の研究開発の進捗に
合わせて柔軟に執行できる
よう対応する。

1 4 年 6 月に中間まとめを
行い、競争的研究資金の年
度間繰越を柔軟に行えるよ
う検討を提言。

・科学研究費補助金、厚生
労働科学研究費補助金に関
する平成 1 5 年度予算につ

いて、新たに繰越明許費に
指定予定。

必要がある。
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（2 ）技術力戦略 内閣府 ○各府省が概算要求を行っ 〇第 2 期科学技術基本計画 ○府省の枠を超えて総合的
（産業化支援）’ 総合科学技 た平成 1 5 年度の科学技術 の達成に向けた政府研究開 に研究開発が推進され、成

総合科学技術会議、関係府 術会議 関係の主要な新規 ・既存施 発投資の拡充ふ寅に重要な 黒が社会に還元されるよ
省が協力して、半導体微細 策について、科学技術政策 施策に対する研究開発資源 う、総合科学技術会議は、
加工技術、燃料電池やマイ 担当大臣及び総合科学技術 の更なる戦略的 ・重点的な 「平成 1 5 年度の科学技術
クロ電池、超微細製造技 会議有識者議員が、優先順 配分。 に関する予算、人材等の資
術、光技術等ナノテク、 l 位付け （S A B C の 4 段 源配分の方針」等を基に実
丁などを応用した基盤的技 階）を行った。 施状況を把握 ・調整する。
術の開発や普及を産学官で ○優先順位付けの結果が政 ○専門調査会等での検討を
重点的に推進する。 府予算案の編成に反映され

るよう、大臣及び有識者議
員が、関係大臣や財政当局
に直接説明するなどのフォ
ローアップを行った。
○必要に応じて外部専門家
等の意見も踏まえて、 l T
等の各分野について科学技
術の推進に係る方策等の調
査 ・検討を行っているとこ
ろ。
○平成 1 5 年度政府予算案
において、科学技術関係予
算は対前年度1．3％増、一般
会計科学技術振興費は対前
年度3．9％増となっており、

一般歳出と比較して大きな
伸びを達成。

踏まえ、6 月を目途に 「平
成 1 6 年度の科学技術に関
する予算、人材等の資源配
分の方針」を作成する。

（4 ）産業発掘戦略／環境 内閣府 ○環境分野の分野別推進戦 ○プロジェク トチームでの
産業の活性化 総合科学技 略に従って、関係府省の科 検討を、 r平成 16年度の科
・関係府省は、廃棄物 ・リ術会議 学技術関連施策の連携 ・調 学技術に関する予算、人材
サイクル処理などの環境技 整を図った。 等の資源配分の方針」に反
術の実用化に向けた研究開 O 「温暖化対策技術プロ 映させる。
発等を進めることにより、 ジ ェクトチーム」 （平成14 ○関係府省の対応状況につ
経済活動への環境の負荷を 年6 月19日決定）を設置 いて必要に応 じてフォロー
低減し、環境セクターを創
出し、拡大する。また、関
係府省は、自動車リサイク
ル制度の創設や、各種リサ
イクル法の着実な実施など
循環型社会の構築に向けた
取組みを推進する。

し、バイオマスのエネル
ギー転換技術を始めとする
温暖化対策技術に関する研
究開発戦略について調査 ・
検討を行った。

アップを行う。
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（4 ）産業発掘戦略／環境 内閣府 ○環境分野の分野別推進戦 ○プロジェクトチームでの
産業の活性化 総合科学技 時に従って、関係府省の科 検討を、 「平成16年度の科
・燃料電池については、内 術会議 学技術関連施策の連携 ・調 学技術に関する予算、人材
閣官房及び関係府省は、平 整を図った。 等の資源配分の方針」に反
成 1 7 年を目途に安全性の O 「温暖化対策技術プロ 映させる。
確保を前提としつつ、包括 ジェクトチーム」 （平成14 ○関係府省の対応状況につ
的な規制の再点検を行う。 年 6 月19日決定）を設置 いて必要に応 じてフォロー
また、関係府省は、燃料電
池自動車、住宅用燃料電池
の開発 ・普及を推進する。

し、燃料電池 ・水素燃料利
用を始めとする温暖化対策
技術に関する研究開発戦略

について調査 ・検討を行っ
た。・

アップを行う。

（5 ）地域力戦略／地域産 内閣府 ○内閣府、文部科学省、農林 O rバイオマス・ニッポン総合

業の活性化 総合科学技 水産省、経済産業省、国土交 戦略」に位置付けられた具体
・農林水産省、環境省、関 術会議 通省、環境省は、バイオマス 的行動計画を着実に実施す
係府省は協力して、動植
物、微生物や有機性廃棄物
からエネルギー源や製品を
得るバイオマスの利活用の
推進について具体策を平成
1 4 年度中にとりまとめる
等、計画的に取り組む。

の総合的な利活用の推進に
向けた「バイオマス・ニッポン
総合戦略」を策定した（平成1

4 年1 2 月開講決定）。

る。

政策目標B・科学技術・基本方針2002（経済活性化戦略） Page4



八 ． 規 制 改 革

（2 ）技術力戦略 ‡ 内閣府 総合科学技術会議は、 「産 関係府省の対応状況につい
（新しい産学官連携の推 総合科学技 学官連携の基本的考え方と て必要に応じてフォロー

進）
文部科学省は、平成1 4

年度中に、研究成果物、知
的財産権等の取扱いについ
て、産学官連携における大
学のルールを整備する。

術会議 推進方策」 （平成14年6月19
日）において、大学等にお
ける研究成果物、知的財産
の管理について、関係府省
に意見具申。また、 「知的
財産戦略について」 （平成
14年12月25日）において、
大学等における知的財産、
知的成果物の管理につい
て、関係府省に意見具申。

アップを行う。

（2）技術力戦略 内閣府 総合科学技術会議は、 「産 関係府省の対応状況につい
（新しい産学官連携の推 総合科学技 学官連携の基本的考え方と て必要に応じてフォロー

進）
経済産業省は、平成1 4

年度中に国有特許を民間へ
譲渡する場合の価格決定
ルールを設定する。また、
平成 1 4 年度中に産業活力
再生特別措置法に基づく委
託研究先への特許権の帰属
について、原則、関係府省
全研究委託費への拡大を図
る。

術会議 推進方策」 （平成14年6月19
日）において、産業活力再
生特別措置法第30条の適用
拡大、国立大学や独立行政
法人研究機関の特許権等の
簡便な価格評価について、
関係府省に意見具申。ま
た、 r知的財産戦略につい
て」 （平成14年12月25日）
において、産業活力再生特
別措置法第30条の適用拡大
について、関係府省に意見
具申。

アップを行う。
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（2）技術力戦略
（産業化支援）

文部科学省、経済産業叡ま
平成14年度から、大学発
ベンチャーの育成、公設試
験機関や企業の有する基礎
研究の実用化等の観点か
ら、マッチング事業等を推
進する。

内閣府
総合科学技
術会議

科学技術システム改革門

調査会に、有識者からなる
研究開発型プロジェクト

チームを設け、企業、大学

等、公的研究機関での研究

開発の成果の実用化、事業

化を効果的に推進するため
の具体的な方策について、

集中的に調査・検討華行っ

ている。平成

14年11月9日に「研究
開発型ベンチャー創出に関

する当面の対応課題につい

て（案）」を提言した。

研究開発型ベンチャー 口

ジ工クトチームにおいて審
議・検討を進め、本年度内
を目途に最終まとめを行う
予定。

ホ．その他の制度改革
（2）技術力戦略
（新しい産学官連携の推

進）
総合科学技術会議の定めた
方針等を踏まえ、組織的な
産学官の新しい連携を推進
する。連携は大学と企業の
相互作用であり、双方向的
に実施する。

内閣府
総合科学技
術会議

・平成14年6月15，16日に京
都市で、産学官連携の第一
線のリーダーや実務者を対
象とした全国レベルの「第
1回産学官連携推進会議」
を開催した。
また、平成13年度に続き、
平成14年11月18日に東京
で、全国の産業界、大学・
研究機関、地方自治体等の
トップによる「第2回産学
官連携サミット」を開催し
た。
さらに、「地域産学官連携
サミット」を、平成13年12
月未までに実施済の九州、
近畿、北海道、中部の各地
域に加え、東北（H14／1／261
仙台市）、中国（2／2，広島
市）、沖縄（2／16，那覇市）、
四国（2／23，高松市）、関東
（3／16，東京・品川）、中国
（11／9，松江市）、中部
（12／12，名古屋市）の合わせ
て9地域ブロックで11回開
催した。

・これらの会議には、合わ
せて1万人以上が参加し、
産学官連携の気運が大きく
盛り上がるとともに、国全
体として産学官連携の推進
により経済の活性化を図る
という意識がトップから現
場まで共有されるととも
に、産学官一体となって改
革を実行する具体的な道筋
が明確化されるなど大きな
成果を得た。

・これまでの成果を確固た
るものとするため、具体的
な成功事例の公表などを盛
り込みながら、継続的に会
議を開催していくことが必
要。

②平成15年末
平成15年6月7，8日に京都市
で、第一線のリーダーや実
務者を対象とした「第2回
産学官連携推進会議j　を開
催予定。
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B．事業創造、
雇用拡大

対応状況 主な成果 課題 これからの取り組み

口．歳出改革
○産学官連携による研
究開発・事業化等の推
進
総合科学技術会議

は、本年6月、「産学
官連携の基本的考え方
と推進方策」を決定
し、産学官連携の形態
別（技術移転、大学発
ベンチャー等）、分野
別（ライフサイエン
ス、情報通信、環境、
ナノテクノロジー・材
料）の課題と具体的方
策、地域科学技術の振
興、産学官連携の観点
から見た大学改革、人
材交流の活性化等の基
本的考え方を明らかに
した。同推進方策に基
づき、産学官連携のた
めの基盤形成・環境整
備、起業化につながる
研究開発、研究成果の
円滑な移転・実用化・
事業化の支援などの取
組を積極的に推進す
る。

内閣府
総合科学
技術会議

○科学技術政策担当大臣
及び有識者議員は、関係
府省から平成14年度補正
予算として要望されている
科学技術関係施策につい
て、ヒアリング・検討を行っ
た。
○関係府省の施策は、民
間需要誘発効果や雇用創
出効果が特に高く、現下の
低迷する経済への即効性
が認められるとともに、将
来の科学技術の発展を通
じて産業基盤の強化にもつ
ながるだけでなく、第2期科
学技術基本計画の着実な
推進にもつながるもので
あった。そのため、これらの
施策について、所要の経費
の確保が必要である旨、科
学技術政策担当大臣及び
有識者議員が財政当局へ
働きかけを行った。
○平成14年度補正予算に
おいて、科学技術関係予算
として3，238億円を確保。

研究開発型ベンチャーの創
出

総合科学技術会議は、研
究開発型ベンチャー創出の
ため、有識者からなる研究
開発型ベンチャープロジェ
クトチームを設けて審議・検
討を行っており、今後、具
体的な方策を取りまとめて
いく予定。
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B ．事 業創造 、

雇 用拡大

関係

府 省等
対応状 況 主な 成果 課題 これ か らの取 り組 み

ハ ．規制 改革

・金融庁は、平成15年度か 金融庁 ・平成14年12月16日の金融 平成15年3月未までに、証券
ら、株式公開前の資金調達 審議会第一部会報告 r証券 取引法施行令等について所
円滑化のため、適格機関投 市場の改革促進」を踏ま 要の改正を行い、15年4月1
資家の範囲の拡大等を行う
ことにより、私募市場を活
性化する。

え、企業による事業資金調
達の円滑化の観点から、適
格機関投資家の範囲の拡
大、エクイティ関連商品に
係る適格機関投資家私募
（プロ私募）の適用等の私

募制度の見直しを行うこと
としている。

日施行予定。

二 ．金 融 システ ム改 革

・金融庁は、平成15年度か 金融庁 ・平成14年12月16日の金融 平成15年3月未までに、証券
ら、株式公開前の資金調達 審議会第一部会報告 「証券 取引法施行令等について所
円滑化のため、適格機関投 市場の改革促進」を踏ま 要の改正を行い、15年4月1
資家の範囲の拡大等を行う
ことにより、私募市場を活
性化する。

え、企業による事業資金調
達の円滑化の観点から、適
格機関投資家の範囲の拡
大、エクイティ関連商品に
係る適格機関投資家私募
（プロ私募）の適用等の私

募制度の見直しを行うこと
としている。

日施行予定。

政策目標B・金融庁・基本方針2002（経済活性化戦略） Pagel



●　　　　　　　　　　●

B ．事業創造、

雇用拡大

関係

府省等
対応状況＿ 主な成果 課題 これ か らの取 り組み

二．金融システム改革

1．新しい金融システムの枠
組み
（2）中小企業貸出に対する十
分な配慮
（ア）中小企業貸出に関する 金融庁

・銀行免許認可の迅速化につ
いては直ちに対応。

・中小企業貸出信託会社につ ・信託業については金融審議 ・中小企業貸出信託会社につ
担い手の拡充（銀行免許認 いては、速やかに検討。あわ 会の下のW Gにおいて検討中 いては、速やかに検討。あわ
可の迅速化） せて、信託業について金融審 （11月27日、12月27日に信託W せて、信託業について金融審

議会において幅広く検討。 G開催）。 議会において幅広く検討。

（イ）中小企業再生をサポート

金融庁

・中小企業再生信託型スキー ・中小企業再生信託型スキー

・15年3月期末に向け、金融棲

関による当該スキームの活用
を促す。

する仕組みの整備（RCC信 ム（R CC信託機能の活用ス ム（RCC信託機能の活用ス
託機能の活用スキームの創 キーム）の創設。「オフバラン キーム）の創設。「オフバラン
設等） ス化につながる措置」の明確

化をあわせ公表（11月22日）。
ス化につながる措置」の明確
化をあわせ公表（11－月22日）。

・これらにより、再生可能性の
ある中小企業の再生と主要行
の不良債権処理促進との両立
を図る。

（ウ）中小企業貸出計画未達

金融庁

・平成15年3月期決算から適 ・みずほHDに対して業務改善 ・引続き各期決算において対
先に対する業務改善命令の
発出

用。 命令を発出（1月31日）。 応。

（エ）中小企業の実態を反映し

金融庁

イ貸し渋り・貸し剥がしホットラ

・財務局長へ指示（11月15
日）。

・「貸し渋り・貸し剥がしホットラ
た検査の確保 イン」等で得た情報を活用し、

中小企業の経営実態に応じた
検査を実施。

・検査マニュアル別冊（中小企
業融資編）に関する説明会等
の集中的実施。

インJ等で得た情報を活用し、
中小企業の経営実態に応じた
検査を実施。
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（オ）中小企業金融に関する

モニタリング体制の整備
①「貸し渋り・貸し剥がしホッ

金融庁

・金融庁に開設（10月2 5 ・金融庁に開設（10月2 5
トライン」の創設 日）。財務局等に開設（1 1月1

日）。

・P R用チラシを作成し、各財
務局・財務事務所に加え、地
方自治体、商工会・商工会議
所などに順次配付済み。

日）。財務局等に開設（11月1

日）。

・PR用チラシを作成し、各財
務局・財務事務所に加え、地
方自治体、商工会・商工会議
所などに順次配付済み。

（a 「貸し渋り・貸し剥がし検

金融庁

・ホットラインで得た情報の整 ・関連部局に情報分析担当者 ・整理分析された情報を検査・
査」の実施（ホットラインで得 理・分析体制を整備し、その情 を配置。整理分析された情報 監督に随時活用。
た情報の整理・分析体制の
整備等）

報を検査・監督で活用。重大
な問題があると判断される場
合には、その金融機関に対し
て報告を徴求するほか、必要
があれば検査を実堰し、適切
な行政処分。

を検査・監督に随時活用。
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B ． 事 業 創 造 、

雇 用 拡 大

関 係

府 省 等
対 応 状 況 主 な 成 果 課 題 これ か らの 取 り組 み

ハ ． 規 制 改 革

・市場の安定性・効率性を 金融庁 ・平成14年12月16日の金融 平成15年3月未までに、証券
向上させるため、適格機関 審議会第一部会報告 「証券 取引法施行令等について所
投資家の範囲拡大により、 市場の改革促進」を踏ま 要の改正を行い、15年4月1
私募債市場を整備等の施策
を講ずる。

え、企業による事業資金調
達の円滑化の観点から、適
格機関投資家の範囲の拡
大、エクイティ関連商品に
係る適格機関投資家私募

・（プロ私募）の通用等の私
募制度の見直しを行うこと
としている。

日施行予定。

二 ． 金 融 シス テ ム 改 革

・市場の安定性 ・効率性を ・金融庁 ・平成14年12月16日の金融 平成15年3月未までに、証券
向上させるため、適格機関 審議会第一部会報告 r証券 取引法施行令等について所
投資家の範囲拡大により、 市場の改革促進」を踏ま 要の改正を行い、15年4月1
私募債市場を整備等の施策
を講ずる。

え、企業による事業資金調
達の円滑化の観点から、適
格機関投資家の範囲の拡
大、エクイティ関連商品に
係る適格機関投資家私募
（プロ私募）の適用等の私

募制度の見直しを行うこと
としている。

日施行予定。
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B ． 事 業 創 造 、

雇 用 拡 大

’関 係

府 省 等
対 応 状 況 主 な 成 果 課 題 こ れ か ら の 取 り組 み

ィ ． 税 制 改 革

○今後の経済社会の構造変化

財務省 ・総
務省・税制
調査会

・税制改革については、昨年6月に政府税制調査会にお ①第156回国会において平成15
等に対応した望ましい税制の いてrあるべき税制の構築に向けた基本方針」が取りまと 年度税制改正法案の年度内成立
構築に向けて、政府税制調査 められるとともに、税制改革の基本を含む「基本方針200 を図る。法案の成立・施行にあ
会において、今後とも引き続 2」が間接決定された。さらに、それらも踏まえ、平成15年 たっては、新しい制度が国民に利
き、所得、消費、資産等の適 度税制改正で広範にわたる各税にわたる改正を行うことと 用されるよう政府広報等の手段に
切な課税ベースの選択、でき
るだけ広い課税ベースの確保
等、幅広い観点から検討を行
う。とりわけ貯蓄・消費行
動、投資・起業行動、労働供
給・就業形態に対する誘因を
十分に考慮して、個人、企業
の経済行動に対して中立的な
税制の構築に取り組む。

している。 より情報提供を行う。
②・③「基本方針200 2」やrある
べき税制の構築に向けた基本方
針」を踏まえ、更なる検討を行う。

口 ． 歳 出 改 革

○キャリアアップのために
総務省 ・情報通信分野の専門的な 平成 1 4 年度は、 1 5 2 件の研修事業が実施中 e－J a p a n 重点計画 2 0 ・平成 1 5 年度予算におい

知識及び技能を有する人材 であり、今年度内に約6 ，8 0 0 人の I T 分野 0 2 において∴2 0 0 5 年 ては、引き続き IT 分野の
lT 分野の専門的人材の育 を育成する情報通信人材研 の専門的な人材が育成される見込み。 度までに約 1 万2 0 0 0 人 専門的な人材の育成を支援

成を図る。 修事業支援制度 （平成 1 3
年度本予算0 ．5 億円、平
成1 3 年度補正予算0 ． 5
億円）により、2 5 件の研
修事業が採択され、約 1．，
3 0 0 人を対象に研修を実
施した。

また、平成 1 4 年度は 7
億円の予算で 1 5 2 件を採
択し、研修を実施中であ
る。

の 量丁分野の技術者を育成
することとしており、この
目標を達成するため、引き
続き積極的に取り組んでい
く。

するとともに、 I T ビジネ
スモデル指定に係る情報通
信人材研修事業の助成金の
上限を1 ， 0 0 0 万円に引
き上げた く通常の上限は5
0 0 万円、平成 1 5 年度予
算額4 ． 9 8 億円）。

・平成 1 6 年度以降も専門
的な人材の育成を積極的に
支援していく。

（高度，I T 人材育成センター
開設支援事業、平成 1 4 年
度補正予算6 億円）
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